
老朽化対策に資する新技術の活用等

急速 時 破壊検 技 ボ 技 等 新技

資料４

老朽化対策の全体像 社会資本の老朽化対策における新技術等の活用イメージ

○ インフラの急速な老朽化時代を迎え、非破壊検査技術やロボット技術等の新技術やＩＴの活用により、
維持管理・更新システムを高度化し、インフラ管理の安全性、信頼性、効率性の向上を実現。

総点検・修繕

老朽化対策の全体像
⇒老朽化対策会議 当面講ずべき措置（H25.3.21)

社会資本の老朽化対策における新技術等の活用イメ ジ

Ⅰ 点検・診断技術の開発・導入

官民連携のもと、管理ニーズを踏まえたIT等の適用性等をインフラでの実証等により検証

デジタルカメラ
GPSアンテナ

センサー例 損傷が大きい箇所等

Ⅱ モニタリングシステムの開発

維持管理情報のプラットフォーム構築

維持管理の基準・マニュアルの改善・明確化

デジタルカメラ IMU

堤防等を実測

走行
センサ

センサー

センサー

基準点（緯度経度）

例：損傷が大きい箇所等
における変位等の監視

例：事務所で
データ取得

新技術導入、既存技術の横断的活用

地方公共団体への支援 データ転送

高解像度カメラやレーザースキャナにより、
堤防の変状、沈下等の恐れのある箇所を
絞り込み。

レーザスキャナ

堤防等を実測

したレーザ点群

センサ

センサー

センサー

体制 法令等 整備

維持管理等の担い手支援

維持管理
デ タ

画像
デ タ

検索

・情報処理

点検・診断
Ⅲ 維持管理情報の
プラットフォームの構築

IT、クラウド
技術の活用

地理空間情
報の活用

体制・法令等の整備

長寿命化計画の推進

データ データ システム

大量データの収集、分析
データ評価

維持管理が容易な

適切な
補強・補修

報の活用

地域との協働やＰＦＩ/ＰＰＰの民間活
用、トータルコストの抑制等にも寄与
維持管理・更新のＰＤＣＡサイクルの構築

トータルコスト縮減・更新費平準化 インフラ管理の安全性、信頼性、効率性の向上

維持管理が容易な
インフラ設計に活用
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背景と検討事項

Ⅰ 点検・診断技術の開発・導入Ⅰ 点検・診断技術の開発・導入Ⅰ 点検・診断技術の開発・導入Ⅰ 点検・診断技術の開発・導入
■課題

◎各分野の非破壊検査等の点検・診断技術の情報共有・活用が必要
◎点検・診断技術の研究開発や埋もれている技術の掘り起こしが必要
◎管理者が新技術を積極的に活用するための支援が必要

■ねらい
◎点検・診断を効率化、高度化する

■検討事項

◎各分野における点検・診断技術の
現状把握、分類、課題等の整理

◎点検・診断技術の開発や掘り起こし

・老朽化対策推進室における情報共有の強化により各分野の技術情報を共有す
るとともに、技術の分野、完成度等に応じて適切な対応を実施

①点検 診断技術の公募等による現場での活用 評価
活用・評価の具体的イ◎点検 診断技術の開発や掘り起 し

①現場への導入可能性のある技術
②実用化前の技術
③研究開発段階にある技術

①点検・診断技術の公募等による現場での活用・評価
②一定期間の調達を約束する技術開発方式の検討
③国総研等研究機関による研究開発、競争的資金を活用した産学による技術開
発の支援

・本省等のテーマ設定による積極的活用 職員のインセンティブ（研究発表会での

メージは別紙１のとおり

◎新技術を活用しやすい
制度・仕組み等の検討

・本省等のテーマ設定による積極的活用、職員のインセンティブ（研究発表会での
特別テーマの設定、表彰等）、外部機関の活用等について検討

Ⅱ モニタリングシステムの開発 （⇒別紙２）Ⅱ モニタリングシステムの開発 （⇒別紙２） Ⅲ 維持管理情報のプラットフォームの構築 （⇒別紙３）Ⅲ 維持管理情報のプラットフォームの構築 （⇒別紙３）

■ねらい
◎個別に点検・診断しなくてもインフラの状態をある程度把握

できる

■課題

■ねらい

◎施設の情報を共通のルールで取り扱えることにより効率的な維
持管理が行え、公開情報に誰でも分かりやすくアクセスできる

■課題

◎現場ニーズより、センサ等のシーズが先行
◎構造物等の状態と得られたデータとの関係が不明確 等

■検討事項

◎モニタリング技術のこれまでの技術開発レビュー等

◎インフラに係る情報が共通のルールを持たず、データベースも
散在しているため、情報の統一的な取り扱いが困難でどこに何
の情報があるのかわかりにくい

■検討事項
◎各分野のモニタリングに関する現場ニーズの整理
◎現場における実証実験の実施
◎データと損傷・劣化等との関係の分析

◎インフラに係る情報の統一的取り扱いのためのルールの検討
◎インフラに係る情報を統一的に扱うことのできるプラットフォーム
の仕様検討
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Ⅰ 点検・診断技術の開発・導入

現場への導入可能性のある技術の情報共有と現場での活用について

別紙１

実用段階にありながら現場での導入が遅れている技術については、ＮＥＴＩＳ（新技術情報
提供システム）(※)等を活用し、公募した技術を現場で活用し、結果を公表することにより、
技術の更なる活用および技術の改善を促進

１．非破壊検査技術等の点検・診断技
術を公募し、現場で活用

◆現場 におい

＜新たな取組み＞

ド提供型 活用例

※NETIS(New Technology Information System)とは
民間等により開発された新技術をデータベース化し、HPでの公表を通し、広

く情報共有するとともに、公共工事等において積極的に活用・評価し、技術開
発を促進していくためのシステム

◆現場（地方支分部局、研究機関等）におい
てフィールドを提供

◆ＮＥＴＩＳ登録技術の他、民間等によ
る新技術等を幅広く対象

民間等による新技術

（登録）

（青）→ 従前の流れ
（赤）→ 新たな取組み

[NETIS(フィールド提供型)の活用例]

NETIS

る新技術等を幅広く対象

◆事前審査等の手続きを簡略化し、
迅速に活用

２．活用結果を公表

事前審査

公募
点検・診断は
手続を簡素化

点検・診断サイト
（仮称） 《新設》

活用結果を公表

◆現場での活用効果調査結果（効果、課

題等）を公表

３．ＮＥＴＩＳに点検・診断技術専用サイト

現場での活用

３．ＮＥＴＩＳに点検 診断技術専用サイト
（仮称）を新設

◆公募情報、活用結果等を専用サイト
で公表する等、幅広く情報を共有

活用効果調査
（現場等）

技術特性に
公募情報・
結果の公表

※既存技術について、別途検討

⇒ Ｈ２５より逐次実施し、
その後も継続的に取り組み

評価
（評価会議等）

応じた調査・
評価の実施

（評価結果の公表）
3



Ⅱ モニタリングシステムの開発

モニタリング技術の活用に関する検討について

○ タ グ技術等 維持管理等 対する ズを踏まえた 等 先端的技術 適 性等

別紙２

○モニタリング技術等について、維持管理等に対するニーズを踏まえたＩＴ等の先端的技術の適用性等の
検討を行い、インフラでの実証等により検証。

検討の流れ 検討体制検討の流れ

モニタリング技術に
対するニーズの明確化

検討体制

社会資本メンテナンス戦
略小委員会社会資本の老朽化

維持管理・更新に関する既存の枠組

モニタリング技術と
現場のマッチング

社整審・交政審技術部会
・国土交通技術会議

略小委員会社会資本の老朽化
対策会議

・社会資本老朽化
対策推進室

社整審・交政審計画部会

公募等による
モニタリング技術の抽出

現場での実証

産学官をメンバ とする検討会議

連
携

社整審 交政審計画部会

・学識者（社会資本分野、センサ技術分野、IT分野）
・業界団体（社会資本分野、センサ技術分野、IT分野）
・研究機関（国総研、土研、港空研、産総研、NICT等）
・社会資本を所管する本省部局、地方公共団体

産学官をメンバーとする検討会議
更なる技術開発の

可能性
耐久性、安定性、
経済性等の検証

データと劣化・損傷等の
関係の分析・検証

・事務局：技術調査課、技術政策課

連
携

（実用化に向けた検討）
社会資本の老朽化対策に関する

関係府省庁副大臣級会議・連絡会
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Ⅲ 維持管理情報のプラットフォームの構築

社会資本情報プラットフォームの構築について

別紙３

○社会資本とその維持管理に係る情報を統一的に扱う基盤プラットフォームを構築○社会資本とその維持管理に係る情報を統 的に扱う基盤プラットフォ ムを構築
→ 設計時、施工時、維持管理時、モニタリング時など、それぞれの分野、段階で整備・収集された、インフラに関する

データを一元的に扱うためのルールを策定
→ 膨大なセンサデータも収集し、既存データと合わせて分析することで、維持管理の効率化・高度化を可能にするため

の基盤システムを構築

・社会資本全体の維持管理に係る状況の把握

活用イメージ（例）

の基盤システムを構築
→インフラ施設状況の「見える化」のためのポータルサイト

→全国にある同種構造物のデータを統一的に分析することで、劣化等を早期に把握し、管理や長寿命化計画に反映
・大規模災害時の応急復旧計画のための情報把握

→被災地の被災施設、緊急報告結果、復旧状況、空中写真等をプラットフォームを利用して集約。地理空間情報と連
携させることにより、使用可能な経路、優先して復旧すべき施設等の検討に活用。（他府省との連携も視野） など

社会資本全体の現状把握
・同種構造物のデータの

統一的分析

災害時の被災状況把握
・多岐にわたる社会資本情報から、

緊急対応の立案に必要な情報を
即時に地図上に表

社会資本情報プラットフォームのイメージ

異なるデータベースの情報の
統一的な取扱い ボーリング情報DB

ハザード
マップ等

・長寿命化計画への反映 即時に地図上に表示
社会資本情報
プラットフォーム

地理空間情報（GIS）との連携

劣化具合等の傾向把握

・コンクリート等、多分野で利用されて
いる材料の、施工年、地域性、環境
毎の劣化具合等の傾向を把握

設計図面
DB

個別DBから必要な情報を収集モニタリング情報DB

維持管理情報DB
（点検結果、修繕・更新履歴等）

基本情報DB
（施設台帳）

毎の劣化具合等の傾向を把握
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H25年度 H26年度 H27年度
4月 7月 10月 1月 4月 7月 10月 1月 4月

ロードマップ（案）

4月 7月 10月 1月 4月 7月 10月 1月 4月～

①民間等から
募

・現場での試行活用

Ⅰ 点検・診断技術の開発・導入Ⅰ 点検・診断技術の開発・導入

①民間等から
の公募

・現場での試行活用

①民間等から
の公募

・現場での試行活用

・システム・体制の整備
・公募テーマの検討

の公募

②これまでの
研究開発成果

③既存技術等

試行活用・評価

の公募

②これまでの
研究開発成果

③既存技術等

試行活用・評価

の公募

②これまでの
研究開発成果

③既存技術等

試行活用
・評価

・評価結果に基づき直轄現場等で積極的に活用

Ⅱ モニタリングシステムの開発Ⅱ モニタリングシステムの開発

・新たな技術の開発促進

（ロボット技術） ニーズ、シーズの把握分析、開発目標の設定 プロトタイプの開発、直轄現場等での試行活用を通じ、更なる実用性の向上・機能の高度化を促進

Ⅱ モニタリングシステムの開発Ⅱ モニタリングシステムの開発

・体制の整備
・モニタリング技術に対するニーズ

①民間等から
の公募

・現場での実証

②これまでの
タリ グ

実証計画

・実証現
場の条件
の整理
・モニタリ

グ技術
モ タリング技術に対する ズ

の明確化
②これまでの
研究開発成果

③既存技術等

モニタリング
実証計画
作成

・データと損傷・劣化等の関係の分析

Ⅲ 維持管理情報 プ ト ム 構築Ⅲ 維持管理情報 プ ト ム 構築

ング技術
の公募条
件等の整
理

Ⅲ 維持管理情報のプラットフォームの構築Ⅲ 維持管理情報のプラットフォームの構築

・基本コンセプト検討

・プロトタイプ整備
（基本設計・運用検討、プロトタイプ
整備、プロトタイプと各DBの連携シス
テムの構築）

整 構築

・プロトタイプ部分の運用・評価

・基本コンセプト検討
（各局DBの把握、利用イメージの検討、
自治体支援の検討 等）

・未整備DBの構築
・運用開始

・全体システムの検討
（利用方法等の詳細検討、利用体制の検討）

・システム構築
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